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子会社の解散および特別清算の方針ならびに特別損失の発生に関するお知らせ 
 
 当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり、当社の連結子会社である㈱ＫＨＩを  

本日付で解散し、特別清算の方法にて清算する方針について決議しましたので、お知らせいたし

ます。 
記 

１．解散に至った経緯・理由 

  ゆるみ止めナット事業を行う福岡県北九州市所在の㈱ＫＨＩは、平成 19 年 9 月に当社の連結

子会社(現在出資比率 87.71％)となって以来、同社の開発した「ハイパーロードナット」の拡販

を目指してフルサイズの生産体制を整備し事業拡大に取り組んで参りましたが、建物・機械設

備等に係る固定費の負担が大きい中で、厳しい業界競争もあって販売が伸び悩む中、平成 23
年 3 月発生の東日本大震災による原発事故の影響により主要取引先である電力業界からの受注

が大幅に減少したことを主因にここ数年業績が低迷しておりました。 

そのような状況の下、当社は、同社の主要製品である「ハイパーロードナット」の生産体制

の改善と市場浸透策の推進によりゆるみ止めナット事業を安定的な収益を生む事業に立て直す

べく、親会社として、運転資金の貸付や債務保証等の信用供与、営業面での支援、製品在庫の

買取り、人員受入れによる経費負担支援など様々な支援策を実行し、同社も取引金融機関のご

支援を受けながら役員報酬・人件費の削減など大幅な経費の削減に努めて参りました。 

しかしながら、「ハイパーロードナット」の市場浸透につきましては、高速道路や鉄道、橋梁

関係等で採用されるなど一定の成果は見られるものの、ゆるみ止めナット市場においては価格

競争が厳しく、また、安全用製品として採用されるまでには性能試験など相当長い時間と折衝

を要することから、同製品専用の生産設備を抱えることもあって販売高が未だ損益分岐点に達

せず、経常的な販売管理費と設備投資用の借入金に係る支払利息を主体とする営業外経費を賄

うことができず、平成 27 年 2 月期第 3 四半期に入っても計画に沿った販売高の増加は見られ

ない状況であります。 
当社といたしましては、当社グループの連結収益の黒字化が急務である状況下において、同

社の業績改善が遅れることにより親会社としての支援規模も大きくなり、当社自体の財務体質

に相当な影響を及ぼしており、現状のまま支援を継続することは困難であることから、同社の

経営陣と協議の結果、同社のお取引先をはじめ関係各位への影響を最小限に抑えることを前提

に同社を解散し、同社の借入先金融機関にご理解およびご協力をお願いし、特別清算を実施す

ることが最善であると判断いたしました。また、ゆるみ止め製品の既存のお取引先への供給に

つきましては、当面現有在庫で対応するほか、生産設備の中国を含む適地への移転による生産

効率や生産方式の改善および当社における販売体制の強化などゆるみ止めナット事業の構造を

抜本的に見直したうえで、今後も当社グループとしてメーカーとしての供給責任を果たしてい

く所存であります。 



２．解散する子会社の概要 
（１） 名 称 ㈱ＫＨＩ 
（２） 所 在 地 福岡県北九州市門司区新門司北二丁目 4 番 5 号 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 添田 正道 
（４） 事 業 内 容 ゆるみ止めナット、建築資材の製造販売 
（５） 資 本 金 2 億 7,500 万円 
（６） 設 立 年 月 日 昭和 58 年 2 月 3 日（旧社名：九州ハードロック工業株式会社） 
（７） 大株主及び持株比率 株式会社東京衡機 87.71％ 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 当社は当該会社の株式を 87.71％所有しております。 

人 的 関 係 
当該会社の取締役 2 名および監査役 1 名は当社の役職

員を兼任しております。 

取 引 関 係 
当社と当該会社との間には、試験機の売買、業務委託

等の取引関係があります。 
関連当事者へ

の 該 当 状 況 
当該会社は、当社の連結子会社であるため、関連当事

者に該当いたします。 
（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 26 年 2 月期 平成 25 年 2 月期 平成 24 年 2 月期 
 純 資 産 △622 百万円 △364 百万円 △289 百万円 
 総 資 産 324 百万円 626 百万円 893 百万円 
 売 上 高 323 百万円 427 百万円 510 百万円 
 営 業 利 益 △229 百万円 △44 百万円 △5 百万円 
 経 常 利 益 △247 百万円 △68 百万円 △29 百万円 
 当 期 純 利 益 △257 百万円 △74 百万円 △32 百万円 
 

３．解散の日程 

平成 26 年 11 月 17 日 当社取締役会における㈱ＫＨＩの解散・特別清算方針承認決議 
平成 26 年 11 月 17 日 ㈱ＫＨＩ臨時株主総会における解散決議 
平成 27 年 1 月 下旬 特別清算申立（予定） 
平成 27 年 2 月 下旬 特別清算結了（予定） 
 

４．解散に伴う損失額ならびに特別損失の発生およびその内容 
  ㈱ＫＨＩの解散に伴い、当社個別財務諸表において、特別損失として貸倒引当金約 40 百万円

を計上する予定であります。なお、当社は、平成 26 年 2 月期末で、同社に対し貸倒引当金 110
百万円、債務保証損失引当金 432 百万円および関係会社事業損失引当金 78 百万円を計上して

おります。 
また、同社の解散が連結財務諸表に与える影響は軽微であると見込んでおります。 

 

５．当社グループの構造改革について 

当社は、本年 7 月より、新役員体制の下、グループマネジメントの強化とグループシナジー

の向上を軸としてグループ各社の構造改革に取り組んでおります。上記の㈱ＫＨＩ解散もその

一環であり、今後もより一層グループの連携強化を進めるとともに、関係者のご協力も得て既

存事業の改革や不採算事業の再構築等を実行し、グループ全体の早期の黒字化を目指す所存で

あります。 

 



 

６．今後の見通し 

平成 27 年 2 月期通期（連結・個別）業績予想につきましては、平成 26 年 10 月 14 日に公表

した予想数値に変更はありません。なお、今後、㈱ＫＨＩの清算手続きを進めていく中で業績

予想の修正が必要となった場合には速やかに公表いたします。 
以 上 

 

（参考）当期連結業績予想（平成 26 年 10 月 14 日公表分）および前期連結実績 
 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

当期連結業績予想 
（平成 27 年 2 月期） 

5,888 百万円 92 百万円 76 百万円 20 百万円 

前期連結実績 
（平成 26 年 2 月期） 

5,772 百万円 △202 百万円 △277 百万円 △418 百万円 

 
 


